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大政策がとられた。 実質経済成長 率は， 67 年の











中 での 実質経 済成 長 率は， 1974年9.6%, 75 年
4.0%, 76年8.8%と大きく変動し， 所得・地域格









I 貿 易 部 門
ブラジル経済の高成長期における貿易の拡大は
顕著であった。 貿易総額は， 1967年の31億ドルか







































































総輸入／G D P j 0.29 2.42 
資本財輸入／総資本形成 i υ：｛｝ 1.84 
原材料輸入／工業生産 l O. ll l .4t 
消費財翰入／G D p I （）的 I 2.53 
（出所〉 Doellinger, Carlos von et al, A polftica 
bγ品 ：ileirade comercio exterior e seus efeitos: 
1967 /73, Rio de Janeiro, Instituto de Planeja 






























I I I I i H. 九 ！千イ油を｜自Ii削除川i州県｜制1絡柚 3体徐く
1970 110()! ］ （ 川 川 100 100 100 10, 100 
1971 !'6 I川 1().1 122 126 118 921 94 
1972 irnl! l:lfil l l l 148 1日向 1,15 98 98 
1973 , Jfi01 I 5日 1:39 179 17:l 20:l 108 JO持
川 4i l附ilfi8 214 2,12 576 207 88 105 
1975 196 Hif> 217 222 582 217 90 9fj 
1976 1 226 162 220 218 。17 248 103 111 
（出｝予i) Banco Central do Brasil, Roletfm, vol. 


































































（注 1〕 M ・シモンセン， R・カンポス者，松本幹
雄， M・ クしノ、ポ訳『新しいプランノレ経済』暴行Il：界全土
1976年 19～20ページ。（Simonsen,M. H. and Ro・
berto de Oliveira Campos, il nova 机川10111ia
brasi lei ra, 1 97 4) 
（注2) 凶 jr,J嘉昭「輸入代主主的ーに業化政策lζ関する
ー悦点ーとくドプラジ／liこ関連し℃一」（『経済経営研
究』 第21り（I〕1971'.J'，第22',J ( I ) 19721ド）参照。
（注3〕 InstitutoBrasileiro de Geografia e Esta唱
36 





（注5) Malan, P. S. and R. Bonelli，“The Bra-
zilian Economy in the Seventies: Old and New 
Developments，・、 1VorldDn,elupment, Vol. 5, No. 
~~. 1977に詳しいゥ
en o〕 ブラジノレ・コ ヒーの凶際側約は， EJ75'<f
7月の箱弁による＇ 1=.,f量低下のぶ？撃をうけ，76年には，
前年の 2倍以上に台、 l：外したが， 77年後半から低下し



























0 fr 業 10 16 19 
外関系企業 9 亀’〉， 
問内民間介業 ｛） 
20 20 20 
( Il所） Visao S町 A.Editorial, Quem e quem na 










































1967年 1 1911年 I 197 4年
会企業石油 1公企業石油 1公企業石油 1
側電力 41 側 電 力 61 同 電 力 5
通信 1 通 信 21 通！日 4
運輸 1 運輸扇 運輸 4
鉱業 1 鉱業 1 鉱業 1
鉄鋼 21 鉄 鋼 31 鉄鋼 3
外国系 ｜ 上下水道 1 上下水道 1
全J: : ~Ii医委電カ 1!1国重苦立註 l
自動車 41 (3) 自動車 Ii (1) 
化学 21 燦草 1:
圏内民化学繊維 l園内民
間企業食品等の 1間企業 ｜ 































































































































































































































































































































































( n: I ) Baer, ¥Verner，“ The Brazilian Boom 
19側一72:An Explanation and Interpretation," ¥V 01ld 
Ⅲ　工業部門
1977100041.TIF
]Jevelopmmt, Vol. 1, No. 8 (Aug. 1973), p. 7. 
〔112) ここでl.t, 100%述邦・ 1呼出資の必ね
(empresa p也blica）と過 'j's数出資の合弁会社（socie-
<lade de ec《momiamista）を指寸η アジ？経済研究
/i 『年次経済制i・!i プランノL )] 197昨年 127ヘャシ
( ;Ji売品）を参照。
( I:3 ) Visao S. l¥. Editorial, Que,n i: quem na 
rrrmot.削・ahrasileira, Rio de Janeiro各年を J:1-.車交ο
〔／l4) Baer, Werner et al，“On State仁apita-
!ism in Brazil: Some New Issues and Questions," 
Inter-American Economic .ljfair.1, Vol. 30, No. :-l 
(Win胎r1976), p. 74. 
(I土日） Rezendc, Fernand円 et al, lヂectosda 
participar,:ao do gov’ernο na economia, Rio de 
Janeiro, IドEA,1976, pp. 111, 1:l. 
(/l (i）日aer ct al，“On おtate Capitalism in 
B悶 zil－・ ，” p‘ 84.を多照



































言十 I 9.5 11.1 
消費財部門［ 10.0 1 1.2 
生窪財部門 j 9.0 '. 14.1 
（出所） Suzigan, Wilson et al, Crescimento indus・ 




































































原材料・中間財部門 121,050!J ,409192 .497 883. l 
自動車・部品産業部門 I 2,484 :1,9231 728-81.4 


































































(rt 1〕 Suzig砥＼V.et al, Crescimento industrz二
al no Brasil, Rio de Janeiro, IPEA, 1974, p. 144 
（注2) Malan, op. cit., p. 29. 
Ci主3〕 Suziεan,aρ. cit., p. 133. 
( 114) 1969年，通j1':省内K.；設立。 1976年に改品lo
て業ftf/f:進のi
〔It5) Lorenzo-Fernandez, 0. S., il evolu,aο 
da ecrmomia brasileira, Rio de Janeiro, Zahar, 
1976, p. 236. 
（注目 j 19叩年 17.5%‘1973'121%。Baerct al, 
“On State Capitalism－・・・，” p. 70 
( il:7〕 Doellin巨er,Carlos von and L. C. Cava-
lcanti, Emρresas multinacionais na industria bra-
sileiraヲ Riod己 Jan心iro,IPEA, 1975, p. :39. 
( il R〕 Fajnzyll】er,Fernando, Sistema industrial 
e e.rporta,ao d<' 111am~fat11rados, Rio de Janeiro, 
!PEA, 1971. 
(i'J. 9) U. S. きienate,Committee on Foreign 
Relations, 1¥1ultinational Corporatiοn s in βrazil 
andλ［e.rico: A守tructuralSources of Economic and 
んToneconomic Power, by R. S. Newfarmer and 
W. F. Mueller, Washington, 1975, p. 122 
〔i'.UO) 小j反允鰍編『プラ〉／ノレの企業』アジ 7経済
研究所 1969年 17ベージ。
( II'二 11 ） λ1m•imento, IO de novembro de 1975. 
(11:12) J，οrnal do Brasil, 14 de maio de 1977. 
町展 望
以上において，ブラジル経済の高成長達成に大
きな役割を果たした立つの部門につャて，その成
長と変動の過程を明らかにしてきた。石油危機後
の現在において，これら 3部門はいずれも大きな
困難にみまわれてu、るが，今後のブラジル経済の
発展において，これら 3部門がもっ重要性は基本
的には変わりがないであろう。しかし，これらの
部門を含むブラジル経済全体のとれからの発展に
対し，ブラジル政府はどのような長期ビジョンを
抱いているのであろうか。 1974年以降，ブラジJレ
経済とそれをとりまく世界経済の変動によって，
41 
1977100044.TIF
政府がとるべき経済政策は多様化し，その適用形
態はますます複雑なものとなった。
激しし、インフレの時期に導入され，ブラジノレの
経済成長に大きな役割を果たした通貨価値修正制
度（correcaomonetaria）は，石油危機後の新たな
物価上昇の中で，算出方法の修正があったとはい
え，インフレ期待を強める要因となっており，ま
た，貿易の拡大に貰献した為替レートの小刻み調
整制度にしても， 1976年において，切下げ回数は
計15凹，その幅は年率36%に達し，実質上小刻み
調整とはいいがたいものになっている。
インフレの再燃と実質賃金の低下に対しては，
今後の高成長の期待が困難になったときだけに，
これまで抑えられてきた配分の間観をいまや考慮
することが必要となった。経済政策の決定にあた
って，経済合理性だけではなく，政治的，社会的
要因をも配慮する必要性は増大し，このような判
断は，これまで，政策決定において主導的な役割
を果たしてきたテクノクラートの能力を超えるも
のであった。 1975年から76年にかけて起こった，
石油開発における外資導入をめぐる問題や，多国
籍企業や公企業に関するl揺広u、論争は，このcl：う
な事情を反映するものであった。 1975年からスタ
ートした第2次国家開発計画にっし、ても，年平均
経済成長率10%を目標にしているが，これは高成
長期の経済成長率にほぼ等しく，石油危機後にお
いてこれを達成するためには，いままで以上の国
際収支の悪化，インフレの激化をもたらすであろ
うし，他面，成長準を低下させることは，ブラジ
ノレの現状からみて，雇用水準の低下，失業の増大
を招くととになろう。さらに，地域格差の拡大，
農業生産の不安定性，都市化の進展など構造的な
諸問題も深刻さを増しつつある。
このように政策選択の非常に困難な時期におヤ
42 
て，ガイゼyレ政権はまだ長期的な経済政策の目標
を打ち出すまでには至っていなし、。このことは，
ブラジルの長期的発展の問題について，軍部とテ
クノクラートとの聞に十分な合意が得られていな
いことを物語るものであろう。現在のブラジル経
済の混迷は，この点の不明確さにあるのではなか
ろうか。
短期的施策に関する限り，政府は，多くの努力
を払ってきた。輸入抑制，国産化率引上げ，石油
消費の抑制，金融引締め，財政支出の削減等厳し
い規制措置を実施し，その効果は徐々に現われつ
つある。輸出についても，工業製品輸出の停滞に
反し，一次産品輸出が増大し， 1977年 1～4月に
おいて，貿易収支は均衡したとも伝えられてい
る。ブラジル経済の均衡回復能力は意外に高いと
みることもできょう。しかし，短期的な高い成長
が，ブラジル経済の持続的な発展にとって，成長
を抑制する要因ともなり得ることは，工業部門の
急速な拡大に関して，すでに指摘してきたととで
ある。長期的視野の下で構造的要因に対処しつ
つ，短期施策を調整してゆくことが，ブラジyレ経
済の安定的な発展にとって必要なことである。第
2次大戦後から現在に至るブラジノレの年平均実質
経済成長率は約7%であった。この成長率が，ブ
ラジルの今後の長期的な適正成長率であるとする
多くのエコノミストの示唆は有効性を持つものと
考えられる。すでにみてきたブラジルの高成長を
支えた要因は，基本的には，豊富な資源，勤労意
欲のある豊富な労働力，優秀なテクノクラートな
どの存在と政権の安定性にあった。とれらの諸要
因を前提にするかぎり，長期的経済政策に基づく
経済の再調整を早急に行なうならば，ブラジIレが
新たな発展のダイナミズムをとり戻す可能性は高
いのである。 （広報部広報課長〉
